
平成25年度　包括外部監査結果に係る対応状況一覧
更新年月日：令和2年2月28日

35項目

22項目    措置済

平成27年度措置報告項目 12項目 　　　35項目

令和元年度措置報告項目 1項目

No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

1

＜家庭ごみ収集運
搬業務（葵区・駿
河区）＞
車両関連コストの
積算について

　監査人の試算によると、車両関連コス
トについて、市の公社への支払額は
53,948,630円、公社の実際の負担額は
34,267,340円であった。市の公社への支
払額は、公社の負担額に比べて、１年間
で19,681,290円多いことになる。市の積
算は、公社の実態と乖離したものになっ
ている。
　地方自治法第２条第14項では、「地方
公共団体は、その事務を処理するに当っ
ては、住民の福祉の増進に努めるととも
に、最少の経費で最大の効果を挙げるよ
うにしなければならない。」と定めてい
る。また、地方財政法第４条第１項で
は、「地方公共団体の経費は、その目的
を達成するための必要且つ最少の限度を
こえて、これを支出してはならない。」
と定めている。
　市は、法の趣旨に則った業務を行う必
要がある。公社の実態を踏まえたうえで
積算を行い、委託料のコストダウンを図
るべきである。

　車両関連コストについて、（一社）日本建設機械施工協
会が発行する「建設機械等損料表」に基づく積算方法に改
め、委託料のコストダウンを図りました。
　また、平成27年度委託業務の実施にあたり、他の全ての
委託エリアも含め、上記方法により積算の上、契約締結し
ました。
　本市における委託業務の積算は、特定の相手方との単独
随意契約が継続的に行われている業務であっても、市況等
を勘案して一般的な事業者が受託業務を遂行するに足りる
ものとなるように行っています。
　今後もこの方針を踏まえ、環境公社を含めた一般廃棄物
収集運搬業者全体の実情をより詳細に把握し、積算に反映
させていくよう努めていきます。
（収集業務課）

措置済 27年度

Ⅰ．収集運搬業務

指摘事項

平成26年度措置報告項目

特定の事件（テーマ）：ごみ処理事業の事務の執行について
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2

＜家庭ごみ収集運
搬業務（葵区・駿
河区）＞
水曜日の積算台数
について

　葵・駿河地域と清水Ａ・Ｂ地域は、他
の曜日に比べ、ともに「水・土地区」の
人口構成比が低いため、水曜日は、ごみ
の収集量が少なく、延べ稼働台数も少な
いという特徴がある。これを受け、清水
Ａ・Ｂ地域では、月火木金は12台、水曜
は７台として、車量台数に差をつけるこ
とによって、積算価格を算定している。
しかし、公社の担当する葵・駿河地域で
は、月曜日から金曜日まで一律26台とし
て積算されており、清水地域のように、
水曜日の積算台数を減らすということは
していない。市の積算価格の算定上、両
者を比較すると、結果として、外郭団体
である公社が優遇されており、不公平な
取扱いとなっている。
　公社の水曜日の積算台数について見直
しを行い、公社と他の業者を公平に取り
扱う必要があると考える。

　水曜日のごみ量は、清掃工場の受入時間が午前中までと
なっている土曜日のごみ量を基礎として積算され、土曜日
に比べ1.3倍程度のごみ量となるものの、他の平日と比べる
と１時間30分程度早く収集作業が終了します。しかし、家
庭ごみ収集運搬業務には、集積所に排出された違反ごみに
対する指導、取り置き判断及び市民の皆さんへの説明など
の業務もあります。
そのため、早く作業が終了した以後の時間を利用し、日々
の収集業務に支障が生じないよう、翌週の作業スケジュー
ルなどの業務打合せ、廃棄物関係法令などの社内研修や、
車両整備など、その他の曜日ではできない業務に活用して
います。
　今後、さらなる委託区域の増加を想定すると、本市の
パートナーとしての委託業者を育成していくことは、必要
不可欠なものと認識しています。
また、委託化を推進する際には、効率的で安定的な委託業
務の実施と、収集曜日の変更などによる混乱を最小限に収
めることを念頭に、将来の全面委託を見据え、抜本的な
「収集エリアの再編」の検討を進めてきました。
　平成26年度は、その第一弾として、清水区の直営を廃止
して、清水区全体のエリア再編とともに、「水・土地区」
の人口構成比割合を葵・駿河地域と同程度とし、一律の台
数での積算をすることで公平性を確保し、市全体では、76
台から74台と積算上の必要台数を２台削減することでコス
トダウンを図りました。
　今後も引き続き、さらなる見直しを行っていきます。
（収集業務課）

措置済 26年度
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3

＜家庭ごみ収集運
搬業務（葵区・駿
河区）＞
予備車両費の積算
について

　予備車両費については、公社に対し
1,234,930円が見積もられているが、他の
委託業者に対しては、見積もられていな
い。市が、公社に対してのみ、予備車両
費を支払っていることは、公社と他の業
者との公平性に欠ける取扱いになってい
ると考える。
　他の委託業者の場合、予備車両費が少
額となる可能性もあるが、公平性の観点
からは、公社以外の委託業者に対して
も、予備車両費を見積もり、同等な取扱
いをすべきである。

　予備車両費について、全ての委託エリアの積算に計上
し、全市同一の取扱いとすることにより、委託業者間にお
ける公平性の確保を図りました。
　また、平成27年度委託業務の実施にあたり、上記方法に
より積算の上、契約締結しました。
（収集業務課）

措置済 27年度

4

＜家庭ごみ収集運
搬業務（葵区・駿
河区）＞
車両損料の土曜日
加算について

　市は、委託業者の土曜日勤務に対して
は、これを休日勤務と考え、車両損料を
約10％加算して、委託料の支払いを毎年
行っている。この加算による平成24年度
の支払額は6,680,317円である。
　しかし、休日勤務の加算というのは、
本来、人件費に対して適用すべきもので
あって、車の購入代に適用すべきもので
はない。車両の購入価格に対し、土曜日
の加算はすべきではないと考える。

　平成26年度の委託から、耐用年数のみによる積算へ変更
し、使用日数を加味した積算を廃止することにより、耐用
年数前に償却が終了することがないよう変更しました。こ
れまでの積算は、直営車両の使用年数（７年）に車両使用
日数（257日）を加味していたため、委託業者については、
直営では車両を使用しない日（収集を実施していない土曜
日26日分（52週/２、土曜日は午前のみの回収））について
も車両を使用することから、使用日数（283日）が多ければ
当然傷みも多くなるとの考え方により、損料を積算してい
ました。
　土曜日の休日加算となるとの御指摘でしたが、直営車両
の稼働日（257日）を基準として、委託業者稼働日数（283
日）による積算をしていたもので、休日加算との考えでは
ありませんでした。（収集業務課）

措置済 26年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

5

＜家庭ごみ収集運
搬業務（葵区・駿
河区）＞
車両台数の削減に
ついて

　市の委託業者の中では、公社は、工場
への搬入１回当たりのごみ収集量が最も
少なく、車両の稼働率（積載率）も１番
低い。他の委託業者に比べ、収集能力に
余剰がある状態である。公社に必要な車
両の台数は、市の積算では26台とされて
いるが、監査人が公社の回転数実績を使
用して算定すると、22台となる。これら
のことからすると、現状の積算台数であ
る26台が最適台数とは言えず、公社に
は、車両台数を削減する余地があると考
える。
　監査人の試算によれば、１台削減する
だけで、13,635,922円～18,249,175円の
コストダウンが可能である。車両の必要
台数を見直し、台数の削減について検討
する必要があると考える。

　本市では、翌年度の委託に向け、当該年度の上半期にお
ける排出量の多い日の上位10日間のごみ量を確認して、１
日あたりの最大ごみ量を想定し、また、清掃工場までの距
離、道路事情、集積所形態等の諸要素も考慮し、必要台数
を算出しています。
　これは、１日あたりのごみ量が多い場合であっても、取
り残すこと無く所定の時間内で回収する必要があることか
ら、ピーク時のごみ量を基礎として積算しているもので
す。
　このことにより、平成25年度上半期の時点での「１日あ
たりの最大ごみ量」等の分析結果から、必要台数を積算
し、平成26年度の委託では、前年度に対して１台分を削減
しました。（収集業務課）

措置済 26年度

6

＜家庭ごみ収集運
搬業務（葵区・駿
河区）＞
実績報告書の見直
しについて

　市の積算においては、車両１台当たり
の回転数が、重要な要素となっている
が、市は、公社の回転数の実績を把握し
ていない。実績を把握することなしに、
実態に合った正しい積算をするのは不可
能である。
　市は、委託業者に対し、業務の実態を
的確に把握できる利用価値の高いデータ
の提出を、実績報告として求めるべきで
ある。また、報告内容によっては、電子
データでの提出を求め、受け取ったデー
タを分析することも必要である。こうし
たことにより、実績報告書の内容から、
問題点や課題を抽出し、翌年以降の業務
にフィードバックできるような体制を構
築する必要があると考える。

　環境公社を含めた可燃ごみ収集業務委託については、紙
ベースでの報告書の提出により、ごみ量等の状況確認・分
析等を実施していましたが、平成26年度業務からは紙ベー
スの報告書に加えて、電子データでの提出をさせることと
し、ごみ量の変化の迅速な把握、収集作業時間の確認等、
詳細な状況確認・分析等を実施していきます。（収集業務
課）

措置済 26年度
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7

＜家庭ごみ収集業
務の全面委託化に
ついて＞

　静岡市の家庭ごみ収集業務のうち、可
燃ごみの収集については、労務職不補充
の方針から、職員の自然減により、すべ
て民間へ委託化されることが決定されて
いる。しかし、現状では、民間への全面
委託化によるデメリットが十分に検討さ
れていないまま、委託化が進んでいる。
震災等による災害時、委託先の倒産、入
札不調など、不測の事態への対応や、直
営による収集ノウハウの継承について、
十分に議論・検討がされていない状態
で、全面委託化が進んでいることは、問
題と言わざるをえない。
　直営がゼロとなった場合のデメリット
についても、十分に議論を重ねたうえ
で、不測の事態への対応や市のノウハウ
の継承方法等について、市の方針を明確
に定めておくことが必要である。

　県都静岡まちづくり２１推進大綱（平成８年１月策定）
の基本方針である「内部コストの引下げ」の視点から、民
間活力を有効活用することを目的に、平成10年度から、可
燃ごみの委託化を推進することとしました。
　現時点では、家庭から排出される可燃ごみについては、
静岡市一般廃棄物処理基本計画及び定員管理計画に基づ
き、平成33年度までに、完全委託化を予定しています。
　御指摘の大規模災害時など、不測の事態への対応につい
ては、本市の外郭団体である一般財団法人静岡市環境公社
を、本市のセーフティネットとして位置付け、対応すると
ともに、市内の一般廃棄物処理業者と「大規模災害時にお
ける家庭系一般廃棄物の収集運搬に関する協定書」を締結
（平成25年10月10日締結）したことで、市民生活に混乱を
招かないよう十分検討しています。
　全面委託化によるデメリットの検討につきましては、前
述の記述以外に以下のとおりです。
　直営による作業員がいなくなることによる、労務職員の
ノウハウの継承が行われないなどの懸念については、前述
の環境公社をセーフティネットと位置付けしたこと及び委
託業者への研修等を実施することで対応してまいります。
（ごみ減量推進課）

措置済 27年度

8

＜不燃・粗大ごみ
戸別収集受付業務
に寄せられた意見
等について＞
資源ごみと不燃･粗
大ごみ収集日の同
日設定

　不燃･粗大ごみの収集日は、基本的に
は、他のごみの収集日と同日にならない
よう設定されているが、平成24、25年度
において、資源ごみ収集日と不燃･粗大ご
みの収集日が同日となっている地域が
あった。
　今後、ごみの収集日を設定する際に
は、資源ごみ収集日と不燃･粗大ごみ収集
日が同日とならないよう、収集日を設定
する必要がある。

　平成26年度の「収集エリアの再編化」における、収集日
程の変更（葵区・駿河区）により、すべての地域で資源ご
みと不燃・粗大ごみ収集日が同日とならないよう調整しま
した。（収集業務課）

措置済 26年度
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9

＜不燃・粗大ごみ
戸別収集受付業務
に寄せられた意見
等について＞
不燃・粗大ごみ収
集日のガイドブッ
ク掲載方法

　不燃・粗大ごみの収集申込について
は、ガイドブックの記載を工夫すること
により、市民の意見等に対応することが
可能なケースも多い。
　市民が事前にチェックすべき情報を１
箇所に集約し、チェックリスト形式にし
ておくと、市民にとってもわかりやす
く、市民に事前の確認を促すうえでも、
有用な方法である。報告書では、参考と
して、記載方法の一例を挙げている。

　市民の利便性を考慮して、必要な情報を１か所でチェッ
クできるパンフレットを新たに作成し、現在発行している
平成26年度版「ごみの出し方・分別ガイドブック」に挟み
込み平成26年４月30日から配布しました。
　なお、平成27年度版「ごみの出し方・分別ガイドブッ
ク」からは、本文の中に盛り込み発行していきます。（収
集業務課）

措置済 26年度

10

＜不燃・粗大ごみ
戸別収集受付業務
に寄せられた意見
等について＞
Web申込者の住所が
確認できない

　受付センターから、収集業務課への連
絡票の中で、Web申込者の住所や排出場所
が不明であるという内容が散見される。
この原因は、主として、不燃・粗大ごみ
の排出者が引っ越しをした直後であるこ
とや、家を新しく購入した等により、地
図上で排出者の自宅を特定できないこと
によるものである。
　Web申込の長所である受付業務の効率性
を担保するため、引っ越しの時には、Web
ではなく、電話で申し込みをしてもらう
など、申込者の住所や排出場所が不明と
なるケースを減らすことが必要である。

　「初めてのWeb申込み」や「引越し後最初のWeb申込み」
は、「電話による申込み」を依頼する内容を、Web申込み
トップ画面に平成26年４月22日から掲載しました。
　また、同じ内容を記載したパンフレットを新たに作成
し、「ごみの出し方・分別ガイドブック」に挟み込み平成
26年４月30日から配布をしました。
　なお、平成27年度版「ごみの出し方・分別ガイドブッ
ク」からは、本文の中に盛り込み発行していきます。（収
集業務課）

措置済 26年度
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11

＜不燃・粗大ごみ
戸別収集受付業務
に寄せられた意見
等について＞
ごみ回収者に対す
るクレーム

　不燃･粗大ごみ受付センターに寄せられ
た声の中で、ごみ回収者に対するクレー
ムも寄せられていた。
　市民からこうした声が寄せられている
以上、市は、ごみの回収者が、ごみの排
出ルールへの理解を深め、市民への説明
を丁寧に行うことができるよう、職員の
指導・教育を徹底することが必要と考え
る。

　収集作業員に対しては、これまでも職場内研修を実施し
てきたところですが、これまで以上に、ごみの排出ルール
等の知識の習得を徹底させ、市民からの質問には丁寧に間
違いなく回答することができるよう、平成26年４月23日に
排出指導専任者に対して研修を実施しました。そして、そ
の研修を受けた排出指導専任者が運転手及び作業員に対し
て改めて研修を実施していきます。
　今後も、引き続き研修を実施していき、常日頃から「ご
みの出し方・分別ガイドブック」等で、ルールの確認をす
るように指導していきます。（収集業務課）

措置済 26年度

12

＜不燃・粗大ごみ
戸別収集受付業務
に寄せられた意見
等について＞
持ち去りについて

　静岡市では、ごみ持ち去りについて、
具体的な方針は特に決められていない。
しかし、持ち去りに対する対応を市が実
施することで、持ち去りが社会的に反す
る行為であるということは明白になるは
ずである。また、たとえ強制力がない対
応策であったとしても、一定の抑止効果
はあると考えられる。静岡市において
も、ごみの持ち去りについて、何らかの
対策を検討し、実施することが必要と考
える。

　静岡市ホームページに平成26年４月22日に「ごみの持ち
去り行為は禁止」と掲載しました。また、同じ内容を記載
したパンフレットを新たに作成し、現在発行している平成
26年度版「ごみの出し方・分別ガイドブック」に挟み込み
平成26年４月30日から配布しました。
　なお、平成27年度版「ごみの出し方・分別ガイドブッ
ク」からは、本文の中に盛り込み発行していきます。
　さらに、ごみ集積所に掲げる看板に「ごみの持ち去り禁
止」の文面を掲載する予定です。（収集業務課）

措置済 26年度
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(Ⅰ）沼上灰溶融炉
＜沼上灰溶融炉の
稼働停止について
＞

　監査人のシミュレーションによれば、
沼上灰溶融炉の稼働を停止したとして
も、理論的には、ごみの全量処理が可能
であることがわかった。
　灰溶融炉と溶融スラグ処理施設の稼働
を停止できた場合には、年間５億円以上
のランニングコストの削減が可能とな
り、最終処分量の減少も見込まれる。市
にとって、稼働停止の効果は非常に大き
いものと考えられる。
　沼上清掃工場では、焼却炉の耐用年数
が近づいてきており、設備の更新、工場
の再編を検討する時期に来ている。清掃
工場の再編においては、灰溶融炉の稼働
停止の実現に向けて、検討を進めていく
必要があると考える。

　平成23年度から静岡市のごみ処理施設のあり方を検討す
る中で、灰溶融炉については、埋め立て処分量の減少によ
る最終処分場の延命化や維持管理費等のコスト削減になる
ことから、平成29年度から稼働を停止することとしまし
た。

課題とスケジュール
１　平成27～28年度
　西ケ谷清掃工場で生成する溶融スラグ・メタル量の増加
に伴うスラグ搬送設備及び整粒設備等の増強を予定。

２　平成28年度
　西ケ谷清掃工場の定期点検による全炉停止（最大21日間
程度）等で焼却灰の受入ができない期間があるため、沼上
清掃工場に焼却灰の保管場所を整備する予定。

３　平成29年度
　設備の増強による委託費（人件費）増を実施する予定。

（廃棄物処理課）

措置済 27年度

Ⅱ．中間処理業務
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(Ⅱ）沼上資源循環
センター
＜設備投資の必要
性について＞
（１）ペットボト
ル処理施設

　施設建設の検討過程を見ると、補助金
ありきの建設として、議論が行われてい
るだけであり、施設の必要性についての
議論が行われていない。また、施設の必
要性やペットボトル処理施設単独での経
済的効果を検討した資料もなく、現状で
は、ペットボトル処理施設を建設したこ
とにより、市の負担額はかえって増加す
る結果となっている。
　現存している資料を見る限り、ペット
ボトル処理施設を建設する合理的な理由
は見当たらないと言わざるを得ない。こ
うした設備投資は、市民の納得が得られ
るものではない。
　多額の投資をしている以上、市は、
ペットボトル処理施設の必要性につい
て、市民に説明する責任があると考え
る。

　沼上資源循環センターは、平成19年３月に策定した「仮
称資源循環センター施設基本計画」の施設整備に係る基本
方針である
①　４Ｒの実現が可能なごみ処理施設を整備する
②　４Ｒを推進するための情報発信拠点としたごみ処理施
設を整備する
③　最終処分量を極力削減できるごみ処理施設を整備する
④　経済性を考慮したごみ処理施設を整備する
⑤　安全・安心で低環境負荷型のごみ処理施設を整備する

に基づく施設として整備しており、補助金ありきの議論だ
けで施設整備を進めたものではありません。
　啓発施設、ペットボトル処理施設等を、沼上清掃工場に
併設することにより、本市のごみ処理、リサイクルへの取
組み等、廃棄物の一連の処理過程を、市民の皆さんに見て
いただくことで、ごみ減量意識の向上に非常に高い効果が
あります。また、ペットボトルの処理については、平成23
年４月のペットボトル処理施設完成以前は、葵・駿河区は
収集運搬・処理を委託し、清水区は収集運搬を委託し、処
理については、清水清掃工場に設置されていた圧縮・減容
施設で実施していました。

措置済 27年度

しかし、平成21年度の清水清掃工場の廃止に伴い、圧
縮・減容施設も廃止されたことから、清水区の処理も委託
する必要が生じました。

このペットボトルの処理業務の委託先が葵区の西部に偏
在していたことから、市域中心付近の沼上清掃工場内に設
置することで、旧静岡・清水におけるペットボトルの処理
が一元化され、効率的な処理が可能となりました。

併せて、啓発施設、ペットボトル処理施設など、一体的
に整備することで、旧沼上清掃工場の解体を効果的に実施
することができました。
（ごみ減量推進課）
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(Ⅱ）沼上資源循環
センター
＜設備投資の必要
性について＞
（２）溶融スラグ
処理施設

　沼上資源循環センターの建設時におい
ては、溶融スラグ処理施設の設備投資の
効果が、事前に十分に検証されていたと
は言えない状況であった。資源循環セン
ターでは、１日当たり55トンの溶融スラ
グ処理施設が導入されているが、多角的
な検討が十分に行われていれば、半分の
処理能力の投資でも十分であった可能性
がある。
　このような多額の設備投資を行う際に
は、事前に十分な検証プロセスを経てお
くことが必要と考える。

　沼上資源循環センターの建設時の処理能力は、前静岡市
一般廃棄物処理基本計画（平成17年３月策定、計画期間：
平成17年４月から平成32年３月まで）に基づく推計量から
算出しました。
　その際のごみ量の推計では、年々増加傾向にあり、施設
完成時となる平成23年４月時点では、55トン／日の処理能
力が必要と積算されたものであり、過大施設とはなってお
りません。
　また、当該スラグ処理施設を設置したことで、沼上清掃
工場灰溶融施設で生成されたスラグの品質が向上し、埋戻
材（保護砂）、アスファルト混合材として利用価値が上昇
したこと、最終処分場の延命につながったことから、施設
の必要性は高いものとなっています。
　なお、沼上清掃工場灰溶融施設の稼働停止に伴う溶融ス
ラグ処理施設については、西ケ谷清掃工場における溶融ス
ラグ処理施設が１基しか存在しないため、故障等により、
ごみ処理が滞るなど、市民生活に支障が生ずることのない
よう、ストックヤードも含めて有効利用していきます。
（ごみ減量推進課）

措置済 27年度
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(Ⅱ）沼上資源循環
センター
＜ペットボトル処
理業務＞

　この業務の単独随意契約の理由につい
ては、市から説明を受ければ、把握でき
るのだが、市の資料（見積参加者表に記
載されている内容）を見ただけでは、明
確に把握することは困難である。
　市民が読んだ時でも、内容が十分に把
握できるように、具体的に記載しておく
必要があると考える。

　ペットボトル処理業務は、平成25年度から３者による見
積執行に変更しました。
　今後、単独随意契約を採用する場合は、これまで以上に
市民の皆さんが読んで内容がわかるように改めます。（廃
棄物処理課）

措置済 26年度
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(Ⅱ）沼上資源循環
センター
＜工事検査合格通
知書について＞

　資源循環センター工場棟建設工事の工
事検査関係綴りの中に、表書きとは異な
る工事検査合格通知書が添付いるものが
見受けられた。にもかかわらず、複数人
の供覧者の押印もなされており、誰も誤
りに気付かなかったのか疑問の残るとこ
ろである。
　資料作成者、供覧者ともに、注意深い
対応が求められる。

　西ケ谷清掃工場の建設工事検査合格通知書（中間）の供
覧文書を文書管理システムで作成する際、資源循環セン
ターの文書を流用してしまったため、御指摘の間違いが生
じてしまったものです。
　また、同時期に２つの施設（資源循環センター、西ケ谷
清掃工場）の建設工事検査合格通知が、複数件重なったこ
とによる油断から見落としたものと考えられます。
　御指摘の文書については、供覧文書を修正し、西ケ谷清
掃工場建設工事関係綴に差し替えました。
　また、朝礼時に、課内職員に対し、決裁文書をしっかり
と確認するよう、所属長から伝えました。（ごみ減量推進
課）

措置済 26年度
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(Ⅱ）沼上資源循環
センター
＜公有財産台帳の
記載金額について
＞
（１）資産の過少
計上

　公有財産台帳の金額が、本来あるべき
額と比較して、561,456千円過小に計上さ
れている。公有財産台帳の金額を修正す
る必要がある。

　公有財産台帳と最終出来高額との再点検を行い、公有財
産台帳の訂正を行いました。（廃棄物処理課）

措置済 26年度
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(Ⅱ）沼上資源循環
センター
＜公有財産台帳の
記載金額について
＞
（２）最終出来高
調書との相違

　資源循環センター建設施設について、
公有財産台帳への記載金額は、受託業者
からの出来高調書に基づいて算定されて
いる。しかし、市が使用している出来高
調書は、最終の出来高調書ではなかっ
た。公有財産台帳への計上は、最終の出
来高調書に基づいて行う必要がある。

　資源循環センター建設工事において、外構工事等契約期
間を２か月延長したことにより、最終の出来高調書を廃棄
物処理課に送付しなかったことで生じたと考えます。
　最終出来高調書を廃棄物処理課に送付し、公有財産台帳
の修正を依頼しました。（ごみ減量推進課）

　最終出来高調書をごみ減量推進課から引継ぎ、公有資産
台帳と最終出来高額との照合、確認を行い、公有資産台帳
への記載金額を訂正しました。（廃棄物処理課）

措置済 26年度
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(Ⅲ）清掃工場関係
＜西ケ谷清掃工場
の不燃物等運搬業
務と飛灰等運搬業
務について＞
（１）不燃物等運
搬業務の車損料に
ついて

　市の積算上、車損料として使用してい
る基礎価格は、市の購入実績と比べる
と、100万円程度高い。また、公社では、
平成24年度には、登録して間もない車両
を使用しているが、22年度と23年度は、
初度登録から10年程度経過した車両を使
用している。このような車両は、耐用年
数を経過しているため、市の積算価格と
比較して、公社の経費負担は非常に軽い
と考えられる。現状、市の予算設計は、
公社の実質的な経費負担額と比べて、多
額になっている。
　公社の実態を把握できる立場にあり、
かつ、競争原理が働かない単独随意契約
を行っている以上、市の財政負担を削減
するためにも、公社の実態に合わせた積
算を行い、その積算に見合った金額での
契約を行う必要があると考える。

　車両関連コストについて、実績による燃料使用量とする
事により、委託料のコストダウンを図りました。また、平
成27年度の契約から車両損料を見直すことにより、更なる
コストダウンを図りました。
　本市における委託業務の積算は、特定の相手方との単独
随意契約が継続的に行われている業務であっても、市況等
を勘案して一般的な事業者が受託業務を遂行するに足りる
ものとなるように行っています。
　今後も、環境公社の実情をより詳細に把握し、積算に反
映させていくよう努めていきます。
（廃棄物処理課）

措置済 27年度
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(Ⅲ）清掃工場関係
＜西ケ谷清掃工場
の不燃物等運搬業
務と飛灰等運搬業
務について＞
（２）飛灰等運搬
業務の車損料につ
いて

　設計書の内容を確認したところ、車両
損料の項目には８トンと記載されていた
が、使用されている損料単価は、10トン
トラックのものとなっていた。これは、
設計書の車両損料の項目に８トンと記載
されていることが誤りであるため、設計
書の記載を10トンに改める必要がある。

　実際の使用車両は10トン車であるため、設計書の項目８
トンを10トンに改めました。（廃棄物処理課）

措置済 26年度
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(Ⅲ）清掃工場関係
＜西ケ谷清掃工場
の不燃物等運搬業
務と飛灰等運搬業
務について＞
（３）土曜日の運
搬業務について

　西ケ谷清掃工場の不燃物等運搬業務と
飛灰等運搬業務について、市の積算で
は、ともに直接業務費の積算日数とし
て、土曜日の業務が51日分加算されてい
る。しかし、公社の実績を見てみると、
稼働実績は１日のみで、残りの50日は、
すべて運搬業務が行われていなかった。
土曜日にも搬出が考えられるからといっ
て、実際には、運搬実績がほとんどない
業務を、51日分も加算しているのは合理
的ではない。
　過去の実績から想定される搬出日数を
算出し、実態に合わせた方法で、積算を
行う必要があると考える。

　不燃物等運搬業務については、週末に搬入された不燃粗
大ごみを翌週までパッカー車に積み置くことは火災の原因
になるため、土曜日も運搬することに変更しました。
　また、飛灰等運搬業務については、実績を勘案し積算ど
おりの実務に改めました。（廃棄物処理課）

措置済 26年度
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(Ⅲ）清掃工場関係
＜西ケ谷清掃工場
の不燃物等運搬業
務と飛灰等運搬業
務について＞
（４）燃料の使用
量について

　市は、平成23年度までは、実績値によ
る積算を行っていたものの、24年度から
は、損料表に定める数値を使用して積算
することに改めている。それにより、公
社の実績値４ℓ/日に対して、損料表は9.5
ℓ/日と、実績と２倍以上も乖離した数値
を使用することとなった。その結果、給
油量の実績は、不燃物等運搬業務では、
積算量よりも1,216ℓ少なく、飛灰等運搬
業務では、積算量よりも2,321ℓ少ない量
となっている。
　実績値によって積算したほうが、より
合理的で適切な積算となるため、積算方
法の見直しが必要と考える。

　不燃物等運搬業務と飛灰等運搬業務の燃料使用量の積算
方法については、過去の実績を勘案し積算するよう改めま
した。（廃棄物処理課）

措置済 26年度
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(Ⅲ）清掃工場関係
＜電気工作物点検
整備業務＞

　単独随意契約の理由として、見積参加
者表に記載されている内容だけでは、市
民にとって、具体的内容がわかりにくい
と思われる。
　見積参加者表の記載は、より具体的に
記載する必要があると考える。

　電気工作物点検整備業務における単独随意契約を採用す
る場合の理由について、次のように記載を改めました。
【業者選定理由】
　本業務は、清掃工場が停止中の特定日に集中して点検を
行うものであり、集中的に専門技能を有する人員及び点検
機材を確保でき、安全に作業を実施できるのは上記業者し
かない。
（廃棄物処理課）

措置済 27年度
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(Ⅲ）清掃工場関係
＜沼上清掃工場合
併処理浄化槽保守
点検業務＞

　沼上清掃工場の合併処理浄化槽保守点
検についても、収集センターと同様に、
単独随意契約の理由を適切に記載すると
ともに、選定部会の判断資料として、添
付資料を編纂しておくべきである。

　合併処理浄化槽保守点検業務において単独随意契約を採
用する場合は、その理由を具体的に記載し、これまで以上
に市民の皆さんが読んで内容がわかるように改め、資料も
添付しました。（廃棄物処理課）
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＜最終処分場の整
備について＞

　最終処分場の整備については、基本計
画において、整備することは明言されて
いるが、具体的なタイムスケジュールは
ない。
　少なくとも、まずは、候補地の選定を
いつまでに行うか、地元住民との交渉を
いつから始めるかについて、期限を明確
にしたタイムスケジュールを策定するこ
とが必要と考える。また、住民との交渉
が決裂することも想定し、その場合の代
替案とタイムスケジュールについても、
具体的な行動内容まで掘り下げておくこ
とも必要になると考える。

　最終処分場の整備にあっては、現在の沼上最終処分場後
背地へ整備する方針を決定し、平成31年３月に策定した、
静岡市一般廃棄物処理基本計画への位置づけを実施しまし
た。
　そして、新たな最終処分場の整備については、事業期間
を７年として次のようなスケジュールを策定しました。こ
のスケジュールに沿って、令和７年度末までの整備完了を
目指します。
１　令和元年度に着手する内容
（１）用地測量（令和元年度末まで）
（２）地質測量（令和元年度末まで）
２　令和２年度に着手する内容
（１）基本計画・設計（令和２年度末まで）
（２）現況調査（令和２年度末まで）
３　令和３年度に着手する内容
（１）環境影響評価（令和３年度末まで）
（２）施設実施設計（令和３年度末まで）
（３）損失補償調査（令和３年度末まで）
（４）不動産鑑定評価（令和５年度半ばまで）
４　令和５年度に着手する内容
　　工事（令和７年度末まで）
（ごみ減量推進課）

措置済
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27

＜積算価格の誤り
について＞

　沼上最終処分場の浸出液処理施設運転
管理業務の積算で、担当者が交代した際
に、使用する単価を間違えるということ
があった。担当者が交代したときでも、
従来使用してきた計算シートを引き続き
使用するよう、引き継ぎをしておけば、
この誤りは防ぐことが出来るものであ
る。
　他のケースでもこのような間違いが生
じないように、使用されている計算シー
トの一覧、保存場所等を明確にしてお
き、それらの情報の引き継ぎが確実に行
われる体制を構築することが必要と考え
る。

　計算シート一覧の保存場所等を明確にし、担当者が交代
した場合でも引き継ぎが確実に行われる体制に改めまし
た。（廃棄物処理課）

措置済 26年度

①この業務のうち、製造業務の再委託
は、市が再委託を承認する手続が行われ
ているものではなく、契約書で再委託を
認める条項があるわけでもない。少なく
とも、手続的には瑕疵があるものとなっ
ている。
　まずは、手続的な瑕疵がない状態とし
たうえで、業務を遂行する必要がある。

①　指定容器の製造については、②の措置状況に記載のと
おり、指定販売所たる（一財）静岡市環境公社の業務であ
ることから、再委託には当たらないものです。
　再委託業務がない事業であり、御指摘の再委託に関する
条項の記述の必要性及び手続上の瑕疵については該当いた
しません。
（ごみ減量推進課）

措置済 27年度＜一般廃棄物処理
手数料徴収事務等
業務について＞
（１）再委託の禁
止について

Ⅳ．その他業務



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

②さらに、この再委託は、市が再委託を
承認する基準と照らし合わせると、これ
らの基準をすべて満たしているとは言い
難く、再委託禁止の例外として、認めら
れない可能性が非常に高いものである。
この業務委託は、本来、製造業務と販売
業務を分離して発注すべきものと考え
る。
　製造業務の再委託が、市の再委託禁止
の例外として、本当に認められるものな
のか、あらためて検討することが必要と
考える。仮に、例外的に認められると判
断した場合であっても、市民に対し、そ
の根拠を詳細に説明することが必要であ
ろう。

②　静岡市廃棄物の処理及び減量に関する条例第13条第１
項で、市長は一般廃棄物の処理に関し手数料を徴収するこ
ととされており、同条第２項第１号で、指定容器の容量ご
とに手数料の額のみが規定されています。
　さらに、静岡市廃棄物の処理及び清掃に関する規則第７
条第３項で、その指定容器は市長が指定する販売所で購入
しなければならないと規定されています。
　したがって、本市が行う手数料徴収業務と指定容器の製
造業務とは、別の業務であると明確に区分され、指定容器
の製造は、指定販売所としての（一財）静岡市環境公社の
業務として、同公社が指定容器の代金を別に徴収していま
す。
　御指摘については、契約書の記載により誤解を与え、前
例を踏襲し、業務の理解不足から生じたものと考えられる
ため、改めて法令等を確認し、契約書から指定容器の製
造、在庫管理に関して削除をいたしました。
　なお、契約書の記載について、過年度の当該業務を確認
したところ、平成20年度までは、指定容器の製造について
は、業務として委託されていませんが、平成21年度の販売
所の縮小に伴い、契約書を見直す際、指定容器の製造が
誤って記載され、以後、内容を精査することなく継続して
規定されていました。
　併せて支出状況も確認いたしましたが、指定容器の製造
代金を委託業務において支出していることもないため、契
約書の誤記載による不適正な支出はありませんでした。
（ごみ減量推進課）

28
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29

＜一般廃棄物処理
手数料徴収事務等
業務について＞
（２）販売方法の
見直しについて

　事業系ごみの指定容器の販売方法につ
いては、平成24年度の販売実績を見る限
り、見直しの余地があると考えられる。
　今後は、公社の販売窓口廃止を含め、
現状とは異なる販売方法についても視野
に入れ、市にとって最適な販売方法を検
討することが必要と考える。

　公社での販売実績が、一日平均２件程度であり、公社の
販売員１名は、合理的でないことから、平成26年度の積算
において、減員いたしました。
　しかしながら、販売所の廃止にあっては、販売機会の減
少にもつながることから、現状の委託業務における人員に
より、対応が可能であると判断し、販売所の廃止は行わ
ず、現状維持としました。
　また、市庁舎での販売員２名については、現金を扱って
いること、金融機関への入金のため不在となることなどか
ら、必要人員と判断しました。市庁舎での販売所の設置に
ついては、緊急で指定容器が必要となった場合や、夜間の
み営業している飲食店など配達では対応できない事業者へ
の販売など、必要と判断しています。
　配達による販売方法は、平成５年10月の事業所用指定容
器制度の導入にあたり、当初６か所の販売所から、ピーク
時の11か所に増設し販売したが、販売所に係る人件費の削
減を図るため、平成18年度に８か所に削減し、さらに平成
21年度から現在の２か所に削減し、その対策として無料配
達方式を導入しました。
　また、事業系ごみの指定容器には、一般廃棄物しか入れ
ることができないため、販売時に産業廃棄物は排出できな
いなどの指導も伴うため、小売店等、どこでも購入できる
販売方法は馴染まず、配達方式が最適であると考えていま
す。
　今後も、委託費削減に向けた事業の見直しを実施してい
きます。（ごみ減量推進課）

措置済 26年度
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30

＜一般廃棄物処理
手数料徴収事務等
業務について＞
（３）在庫管理に
ついて

　この業務では、ごみ容器の在庫管理も
公社に委託されており、市が直接在庫管
理を行っているわけではない。仕様書で
は、市から公社に対し、在庫状況の報告
を求めることが出来ることになっている
が、これまで市からそのような報告を求
めたことはない。
　市は、公社の在庫について、定期的に
状況報告を求め、その内容確認をした
り、実地棚卸に立ち会ったりするなど、
積極的に関与する必要があると考える。

　指定容器の在庫管理については、（１）再委託の禁止の
②のとおり、指定容器の製造は、（一財）静岡市環境公社
の業務であるため、本委託業務において在庫管理を実施す
ることはありません。
　しかしながら、指定容器については、市長が指定する販
売所で購入することとされており、事業者が指定容器によ
り一般廃棄物を排出できる本制度を円滑に実施する必要が
あるため、在庫管理については、指定販売所に対して、適
切な指導を行っていきます。
（ごみ減量推進課）

措置済 27年度

31

＜ごみ減量への取
り組み＞

　１人１日当たりの家庭ごみ排出量は、
政令指定都市の中では、静岡市が806グラ
ムともっとも多く、ワーストである。静
岡市のごみ排出量は、全国平均や他の政
令市と比較すると、まだまだ削減の余地
が大きい。
　にもかかわらず、１人１日当たりのご
み総排出量について、平成26年度の目標
数値（中間目標）をすでに達成している
ということは、そもそも目標としている
数値自体が低いレベルにあると考えられ
る。
　ごみ減量化を高いレベルで進めるため
には、現状の数値目標を見直し、新たに
高い数値目標を設定するべきである。そ
のうえで、市民に対する広報活動を強化
し、ごみ減量に対する市民の意識を高め
ていくことが必要と考える。

　市民の皆さんに対するごみ減量意識の向上を図るため、
平成25年度、26年度の２年間、自治会・町内会等を対象に
「ごみ減量具体化説明会」を510団体に対し開催いたしまし
た。
　平成27年度からは、生ごみの減量に特化した「生ごみ減
量具体化説明会」を開催し、さらなる意識啓発に努めてい
きます。
　また、一人１日当たりのごみ総排出量の目標値について
は、平成26年度に見直した「静岡市一般廃棄物処理基本計
画」で、25年度実績の1,008グラムから約15パーセント削減
し、新たな目標値として、一人１日当たりのごみ総排出量
を860グラムと設定し、さらなるごみの減量に努めてまいり
ます。
（ごみ減量推進課）

措置済 27年度

Ⅴ．ごみ減量とリサイクル
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32

＜リサイクルへの
取り組み＞

リサイクルについては、リサイクル率の
向上という市の目標と、実際の取り組み
との間に齟齬が生じており、両者が連動
していない状況にある。市の目指すべき
方向と、市の取り組みとの整合性を考慮
し、実態に合わせた目標設定が必要と考
える。
　また、市のリサイクルに対する取り組
みについては、リサイクル率の数値に反
映されない部分もある。市民に対し、そ
の内容を詳細に説明し、市民に対する説
明責任を果たすことも必要と考える。

　平成26年度に見直した「静岡市一般廃棄物処理基本計
画」においては、リサイクル率の目標値の設定は行いませ
んでした。
　これは、様々な民間活力によるリサイクルが普及し、本
市におけるリサイクル量の把握が困難となったことによ
り、リサイクル率を目標値として設定することは、適当で
ないと判断したことによるものです。
　しかしながら、本市のさらなるごみの減量を達成するた
めには、リサイクルも有効な手段の一つであるため、今後
もリサイクルを推進する考えに変わりはありません。
（ごみ減量推進課）

措置済 27年度

33

＜ピンク電話の必
要性について＞

　ピンク電話について、平成16年度の指
摘事項に対する措置は行われている。し
かし、電話の使用頻度が非常に少ないこ
と、使用目的が職員の私用電話であるこ
とからすると、電話の必要性については
疑問が残るところである。
　収集センターにおいて、少額とはいえ
公費の負担により、職員の私用電話のた
めの電話を保有することが本当に必要な
のか、検討する必要がある。

　ピンク電話については、収集センター職員の利便性向上
のため設置しておりましたが、近年は携帯電話の普及等の
理由から使用頻度が少なくなっているため、電話機を平成
26年４月23日に撤去しました。（収集業務課）

措置済 26年度

34

＜領収書の管理に
ついて＞

　現状の領収証用紙を使用することを前
提とした場合、今の運用方法では、領収
証の紛失リスクが生じている。これは、
相手方に住所と氏名を記載してもらうた
め、複写式の領収証を渡していることが
原因である。
　紛失リスクをなくすためには、相手先
の住所、氏名は別紙（受付簿等）に記載
してもらい、領収証の宛名は市の担当者
が記載することとして、領収証用紙（未
記入のもの）を相手に渡さないようにす
る必要があると考える。

　領収証書・領収証書(控)は、職員が作成し、領収証書を
直接相手方の本人に手渡すよう改めました。（廃棄物処理
課）

措置済 26年度

Ⅵ．平成16年度包括外部監査の措置状況
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35

＜不要な備品の廃
棄等について＞

　備品を保有すると、現物の管理、保管
場所、実地棚卸の手間などの管理コスト
が生じる。不要な備品を保有すること
は、不要な管理コストが生じていること
でもある。今後の使用見込みがないもの
については、速やかに廃棄処分等を行う
必要があると考える。
　実地棚卸の際には、備品台帳と現物と
の整合性を確認するだけではなく、備品
の使用状況等のチェックも行い、廃棄処
分等の必要性についても検討するべきで
あると考える。

　指摘のあった備品については、廃棄処分としました。
　また、毎年度の備品検査の際、使用状況等を踏まえた不
要備品の調査を行い適正な管理を行うよう改めます。（平
成26年10月予定）（廃棄物処理課）

措置済 26年度


